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はじめに 

鹿島港においては、平成１８年１０月、悪天候に伴い鉱石運搬船「G 号」（98,587 トン、 

パナマ船籍）、貨物船「O 号」(88,853 トン、香港船籍）、石炭輸送船「E 号」 (85,350 

トン、パナマ船籍）が相次いで座礁する事故が発生した。 

これら一連の座礁事故を踏まえて、現地の関係者により「鹿島港座礁事故を踏まえた現地

連絡会議」（※）が設置され、情報共有のあり方や今後の再発防止のための対策が検討され、

鹿島港船舶航行安全の手引き（第1版）がまとめられた。  

 

大型鉱石運搬船の座礁状況 

 
※鹿島港現地連絡会議構成員メンバー 

関東地方整備局鹿島港湾・空港整備事務所（事務局） 

関東運輸局茨城運輸支局鹿島海事事務所 

茨城海上保安部鹿島海上保安署 

茨城県鹿島港湾事務所 

鹿島水先区水先人会 

鹿島埠頭（株） 

鹿島港船舶代理店会 

（株）東洋信号通信社茨城ポートラジオ 

 

 

 

また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、港内に在泊中の危険物積載船

を含む多数の船舶が津波の襲来を受け、係留索の破断等により漂流し岸壁や他船と接触する

事故が発生し、これら船舶や港湾施設等に甚大な被害が生じた。 

これを踏まえ、鹿島港災害対策協議会では、津波来襲時における船舶の措置要領の見直し、

港外避難時の順序、勧告の情報伝達の方法等について再確認を行った。 

 

漂流し他船と接触する大型タンカー      津波により漂流・座礁した貨物船 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本手引きは、これら異常気象に伴う事故等を防止するため、鹿島港を利用する全ての関係

者が同港における過去の事故事例、気象・海象の特性、気象情報の入手方法、避難勧告の発

出基準、とるべき措置等について理解を深めるとともに、異常気象時における適切な対応を

とることができるよう取りまとめたものである。 

 

    

                   

撮影 鹿島港湾・空港整備事務所 

撮影 海上保安庁 撮影 海上保安庁 

撮影 海上保安庁 撮影 海上保安庁 
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１． 悪天候に伴う海難の状況 

1.1 過去の海難発生事例 
 

NO 種類 発生年月日時間 場所 船名等 概 要 

1 
 
衝突 

平成８(1996)年 
９月１４日   
午後５時２０分 

 
「港内」 

Ｖ号            
セントビンセント籍 

３９８６ｔ 

同船は、鹿島港南公共埠頭Ａ岸壁を離岸し、鹿島港中央水路方 
向へ航行を開始したが、折からの東の強風により保針困難とな 
り、着岸中のY丸、さらにK丸に衝突し、護岸に押しつけられた。 

 

2 
 
乗揚げ 
（走錨） 

 
平成１０(1998)年 

１月１５日    
午後１１時３０分 

 

 
「港内」 

 
Ｓ号       

ベリーズ籍 
１２５７ｔ 

 

 

同船はバース待ちの為、鹿島港域の錨地にて錨泊中、発達した 
低気圧の影響により、走錨乗揚げた。 

3 
 
衝突 
（走錨） 

 
平成１０(1998)年 

２月２１日  

午前３時３９分 

 

 
「港外」 

 
Ｄ号  
中国籍 
４４６２ｔ 

 
同船は、バース待ちの為、鹿島港南防波堤灯台沖に錨泊中、天 
候悪化に伴い、自船が走錨し付近に錨泊中であったＳ号（１４１４ 
７トン）と衝突した。 

4 
 
衝突 
（走錨） 

 
平成１０(1998)年 

２月２１日   
午前３時３９分 

 

 
「港外」 

 
Ｓ号       

キプロス籍 
１４１４７ｔ 

 
 

同船は、鹿島港南防波堤灯台沖において錨泊中、走錨しＤ号（４ 
４６２トン）と衝突した。 

5 
 
乗揚げ 
（走錨） 

 

平成１０(1998)年 

２月２１日   
午前２時零分 

 

 

「港内」 

 
Z丸        

日本（愛媛県） 
４９７ｔ 

 

同船は、バース待ちのため、鹿島港北防波堤灯台沖に錨泊中、 
走錨し乗揚げた。 

6 
 
乗揚げ 
（走錨） 

 

平成１１(1999)年 

３月８日      
午前３時５５分 

 

 

「港内」 

 
M丸          

日本（愛媛県） 
４９８ｔ 

 
同船は、検疫錨地に一旦錨泊後、船倉の掃除を行うため、北海 
浜に転錨した。その後、北東からの強風及び高波により走錨し乗 
揚げた。 

7 
 
乗揚げ 
（走錨） 

 

平成１８(2006)年 

１０月６日 
夕刻 

 

 

「港外」 

 
G号 

パナマ籍 
９８５８７ｔ 

同船は、鹿島港外において錨泊中であったが、強風下、沖合いに 
避難すべく抜錨作業中に、走錨し始め揚錨不可能な状況になり、 
捨錨するも操船不能なまま、,鹿島港南防波堤灯台の東５マイル 
付近に乗揚げた。その後船体は風浪により船首部、船倉部及び 
船尾部の３つに切断。 

8 

 

乗揚げ 

 

平成１８(2006)年 

１０月２４日 
午後昼過ぎ 

 

 

「港内」 

 
O号   
中国籍 
８８８５３ｔ 

 

 
同船は、鹿島港に入港し荷役中であったが、強風下、荒天避泊の 
ため沖出し出港中、南防波堤先端に衝突した。その後、同防波堤 
外側に沿って右舷側横付け状態で風に圧流され、乗揚げた。 

9 
 

乗揚げ 

 

平成１８(2006)年 

１０月２４日 
夜 

 

 

「港内」 

 
E号 

パナマ籍 
８５３５０ｔ 

 
同船は、鹿島港に入港中であったが、荒天避泊のため沖だし出 
港中、強風のため航行困難となり圧流され、鹿島港南防波堤先 
端から南西約１キロメートル付近に乗揚げた。 

※平成８年～平成１８年の間に発生した海難事例 
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1.2 気圧配置の状況 

 
＜海難 No７＞ 

 
2006年 10月 5日 2006年 10月 6日 2006年 10月 7日  

＜海難 No８，９＞ 

 
2006 年 10 月 23 日 2006年 10月 24日 2006年 10月 25日  

図-2.1 天気図 
＜海難 No７＞  
本州の南岸に停滞した前線の活動が、台風の接近に伴い活発となった。また、四国沖で 

前線上に発生した低気圧が、急速に発達しながら本州の南岸を進み、さらに発達しながら 

三陸沖、北海道の東方海上に進んだ。 

 

＜海難 No８，９＞  
前線を伴った低気圧が本州南岸を通過した。低気圧はあまり発達しなかった（最低中心 

気圧は 1008hPa）が、北海道の北東にある高気圧との間で等圧線の間隔が密になり、関東 

地方の沿岸部を中心に北寄りの風が強く吹き続いた。この低気圧は、動きが非常に遅く、 

強風が長時間継続した。 
 

 

 

 

 

 

鹿島港近傍では強い北東風が吹き続けることが多い。 
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注)偶数時について統計したものである。 
 

 

N～NE かつ V≧10m/s 

1.3 風と波の状況 

表-1.3.1 鹿島港における観測値 
要 素 海難 No７ 海難 No８，９ 

風向 (16 方位) N～NE NW～N～NE 

最大風速 (m/s) 14.1 15.8 

最大有義波 
波高(m) 5.89 6.78 

周期(s) 13.3 11.7 
 

※ 速報値である。また、両ケースとも欠測が多くピークが取れていない可能性がある。 

※  最大風速：観測された平均風速の最大値 

※  最大有義波：観測された有義波の最大値 

※  有義波高・有義波周期：観測された波高の大きい方から数えて 1/3 の個数の波高・周期の平均値 

※  風向・風速は鹿島港泉川浜屋敷における地上 10m の観測データ 

 

1.4 海難発生のその他の要因  

鹿島港沿岸の海底の表層は沿岸流の影響で形成された砂・砂礫層が主体であるところから 
錨地に適していない海域である。これまでも荒天時に船舶の走錨が多発している。 

 

1.5 波が高いケース 
 

※  偶数時について統計したものである。 

 

 

有義波高 4m 以上 0.67％≒2.4 回／年 
有義波周期 10 秒以上 14.93％≒54.5 回／年 
有義波高 4m 以上かつ有義波周期 10 秒以上 0.53％≒1.9 日／年 

 

※ 有義波高・有義波周期：観測された波高の大きい方から数えて 1/3 の個数の波高・周期の平均値  
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1.6 風が強いケース 

 
※ 偶数時について統計したものである。 

※ 風向・風速は鹿島港泉川浜屋敷における地上 10m の観測データ 
風向が N～NE かつ風速が 10m/s 以上 0.3％≒1.0 日／年 

1.7 波及び風がともに特に強いケース 

過去 35 年間（1972～2006）のデータの中で、No８，９の海難が発生した気象、海
象を上回った回数は１回であった。 

 
 

対象期間 

（年月日時-年月日時） 

最大有義波高 

(m) 

最大有義波周期 

(sec) 

最多波向 

（16方位）

最大風速 

(m/s) 

1975 11 10 6 - 1975 11 13 18 7.09 14.8 - 13.7 

1980 10 3 6 - 1980 10 5 18 6.52 14.9 - 10.6 

1980 11 26 12 - 1980 12 3 10 7.06 13.7 - 11.7 

1980 12 23 20 - 1980 12 27 4 6.32 13.4 - 12.1 

1986 3 23 4 - 1986 3 25 22 6.67 12.7 - 20.2 

1992 11 7 10 - 1992 11 9 22 6.69 12.7 ENE 14.7 

1993 3 8 0 - 1993 3 10 22 6.70 13.8 NE 11.8 

2001 1 26 4 - 2001 1 28 20 7.33 12.3 ENE 14.8 

2005 1 15 14 - 2005 1 18 16 6.21 13.5 NE 12.7 

2006 10 23 12 - 2006 10 26 12 6.47 12.0 ENE 15.8 

※2006年については速報値である。 

※ 風向・風速は鹿島港泉川浜屋敷における地上 10m の観測データ 

抽出条件 1.最大有義波高 6m 以上かつ、 
2.最大有義波周期 12 秒以上かつ、 
3.最大風速 10m/s 以上 

※  最大有義波：観測された有義波高の最大値 

※  有義波高・有義波周期：観測された波高の大きい方から数えて 1/3 の個数の波高・周期の平均値 
※  最大風速：観測された平均風速の最大値 
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２．津波来襲時における被害の状況等 
 2.1東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）（気象庁発表資料等より。） 

平成23年（2011年）３月11日（金）午後２時４６分発生 

規模マグニチュード9.0 

最大震度７（鹿嶋市最大震度６弱、神栖市最大震度6弱） 

鹿島港津波第１波来襲時刻 午後3時32分頃 

津波最大波 午後4時40分頃、高さ5.7ｍ 

 

2.2主な船舶の被害状況（鹿島海上保安署による調査より。） 

番号 船種 総トン数 概要 

１ 貨物船 ４９９トン 
津波により係留索破断。漂流状態となり、他船と

衝突後、航行不能。 

２ タンカー 160,066トン 
津波により係留索破断。漂流状態となり、他船と

衝突しつつも、自力にて港外退避。 

３ タンカー 47,027トン 

津波により係留索破断。漂流状態となり、岸壁に

接触。機関室に浸水を認めるも、乗員修理の後、

自力にて港外退避。 

４ タンカー 5,998トン 

津波により岸壁に接触、係留索破断により漂流状

態となる。その後、同船乗組員が移乗し機関室に

浸水を認め自力航行不可と判断し、タグボートの

支援を受け北公共ふ頭Ｄ岸壁着岸。 

５ 貨物船 499トン 

津波により係留索破断。漂流状態となり、港内で

座礁。その後、タグボートで同船乗組員が移乗

し、離礁のうえ港外退避。 

６ 貨物船 22,089トン 
津波により係留索破断。漂流状態となり他船と衝

突しつつも、自力にて港外退避。 

７ 貨物船 106,333トン 

津波により係留索破断。漂流中に本船錨鎖と他船

錨鎖が絡み、また、機関室に浸水を認める。その

後、タグボートの支援を受け港外退避。 

８ 貨物船 91,178トン 

津波により係留索破断。漂流状態となり、東京電

力㈱取水口前で座礁。その後、座礁位置にて、積

荷の瀬取りを実施し離礁。 

９ 貨物船 27,989トン 

津波により係留索破断。両舷錨を投錨したが右舷

錨鎖が切れ岸壁に衝突。その後、自力にて港外退

避。 

１０ 貨物船 36,008トン 
津波により係留索破断。漂流状態となるも、自力

航行にて岸壁着岸。 

１１ 貨物船 14,286トン 

津波により係留索破断。漂流状態となり岸壁に衝

突するも南水路内で錨泊。その後、自力航行にて

港外退避。 

１２ 貨物船 25,448トン 
津波により係留索破断。漂流状態となるも自力に

て港外退避。 
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３．鹿島港における気象・海象情報等入手先 
(1)ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網） 

       ＵＲＬ         http://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/ 

(2)茨城海上保安部 

 ①海の安全情報 

    パソコン        http://www6.kaiho.mlit.go.jp/03kanku/ibaraki/ 

       携帯電話           http://www6.kaiho.mlit.go.jp/ibaraki/m/ 

       スマートフォン        http://www6.kaiho.mlit.go.jp/sp/index.htlm/ 

②テレフォンサービス       ０２９－２６４－０１７７ 

(3)水戸地方気象台ホームページ 

ＵＲＬ         http://www.jma-net.go.jp/mito/ 

(4)その他   

鹿島港情報図 

        日本語版                 英語版 

       
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊鹿島港情報図については、港長窓口等で配布しております。 

また、茨城海上保安部ホームページから閲覧することができます。 

http://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/
http://www6.kaiho.mlit.go.jp/03kanku/ibaraki/
http://www6.kaiho.mlit.go.jp/ibaraki/m/
http://www6.kaiho.mlit.go.jp/sp/index.htlm/
http://www.jma-net.go.jp/mito/
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4．勧告発出基準・情報伝達系統 
（平成29年2月20日、鹿島港災害対策協議会台風等対策専門部会策定） 

4.1台風接近時における対応 

 (1)勧告発出の根拠・基準 

     ①  発出根拠  

      港長は、異常な気象又は海象、海難の発生その他の事情により特定港内にお 

いて船舶交通の危険を生ずるおそれがあると予想される場合において、必要が 

あると認めるときは、特定港内又は特定港の境界付近にある船舶に対し、危険 

の防止の円滑な実施のために必要な措置を講ずべきことを勧告することができ 

る。(港則法第37条第4項) 

     ② 発出基準 

当港が台風の強風域に入ると予想される場合に勧告を行うものとし、勧告の

種類及び時期は次のとおりとする。 

       ○第一警戒体制(準備体制) 当港が強風域に入ると予想される9時間前 

       ○第二警戒体制(避難勧告) 当港が強風域に入ると予想される6時間前 

(2)勧告発出・解除の伝達方法 

    「鹿島港災害対策協議会台風等対策会議連絡系統図」に基づき、船舶代理店等を 

経由し港内在泊船等に伝達する。 

(3)勧告発出時における対応 

第一警戒体制 

（準備体制） 

・在港船は荒天準備をなし、必要に応じ直ちに運

航できるよう準備すること 

・危険物の荷役及び港内工事作業等は、原則とし

て中止すること 

・工事用資機材等の流出防止の対策を講じること 

・小型船舶の所有者及び小型船舶の係留施設の管

理者は、陸揚げ、流出防止等の対策を講じるこ

と 

・AIS搭載船舶は、AISを常時作動させておくこ

と 

・国際ＶＨＦ無線機搭載船舶は、16ｃｈを常時

聴取すること 

・鹿島港仕向けの船舶がある代理店等は、当該船

舶と連絡を行い、他の港等へ避難するよう調整

すること 

第二警戒体制 

（避難勧告） 

・3,000DWT以上の船舶は、原則として、港外

へ避難すること 

・3,000DWT以上の錨泊中の船舶は、速やかに

抜錨し、安全な海域にて漂泊すること 

・3,000DWT未満の錨泊中の船舶は、代理店と

調整し、岸壁での係留避泊又は他の港に避難す

ること 

・港内において係留避泊する船舶は、増しもや

い、機関の準備、定期的な係留状況の確認等の

対策を実施すること 
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(4)勧告解除基準 

           次のいずれかに該当し、港内の安全が確認された場合に、港長と部会長が協議し 

勧告を解除するものとする。 

            ① 当港が強風域から出たとき 

② 当港が未だ強風域内にあるものの、発達した低気圧の接近に伴う勧告基準に 

満たない気象状況であり、天候が回復することが明らかなとき 

(5)その他留意事項等 

      ① 同基準を運用することにより、都度の台風等対策協議会は原則として省略で 

きるものとする。 

        ② 警戒体制の勧告時間が夜間(概ね17時から翌朝9時)になる場合は、できる 

限り、16時までに勧告を発出するものとする。 

      ③ 港内在泊船は、代理店等との通信手段を確保し、港長からの情報に留意する 

ものとする。 

④ 港内在泊船は、港長の勧告発出時期に囚われず、早期に荒天準備、港外避難 

を行う等、個々の状況に応じた臨機応変な対応を取ること。 

        ⑤ 当港が強風域に入らない場合であっても、低気圧接近時の避難勧告基準値に 

達する場合は、低気圧接近時における避難勧告基準を適用する。 

      ⑥ 必要に応じ勧告基準の見直しを行い、現状に即した基準とする。 

      ⑦ 本勧告の発出時期の考え方については、平成16年6月の鹿島港災害対策会 

議会台風等対策専門部会資料による。(＊資料添付省略) 

 

      4.2発達した低気圧接近における対応 

        (1)勧告発出の根拠・基準 

      ① 発出根拠 
港長は、異常な気象又は海象、海難の発生その他の事情により特定港内におい 

て船舶交通の危険を生ずるおそれがあると予想される場合において、必要がある

と認めるときは、特定港内又は特定港の境界付近にある船舶に対し、危険の防止

の円滑な実施のために必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。(港

則法第37条第4項) 

        ②  発出基準 

             日本気象協会から提供される鹿島港の気象予測により、次の条件の全てが満た 

される気象が予想される場合に、原則として、同気象となる２４時間前までに勧 

告を行う。 

 

    
 
 
 

なお、上記基準にかかわらず、港長及び部会長が協議のうえ、必要と認めると 

きは、同様の勧告を行う。 

(2)勧告発出・解除の伝達方法 

        「鹿島港災害対策協議会台風等対策会議連絡系統図」に基づき、船舶代理店等を 

経由し港内在泊船に伝達する。 

 

 

 

 

波向 北から東寄り（0度～120度） 

波高（有義波高） ４ｍ以上 

風速（平均風速） １０ｍ/ｓ以上 
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(3)勧告発出時における対応 

   

 

(4)勧告解除基準 

            平均風速が10ｍ/ｓ未満となり、港内の安全が確保された場合に、港長と部会 

長が協議し勧告を解除するものとする。 

(5)その他留意事項等 

① 避難優先順位については、港長(管制官)、水先人及び曳船運航者が調整のうえ 

決定する。 

② 鹿島港仕向けの船舶がある代理店等は、当該船舶に連絡のうえ、他の港等に 

おいて避難するよう調整する。 

③ 港内在泊船は、港長の勧告発出時期に囚われず、早期に荒天準備、港外退避 

を行う等、個々の状況に応じた臨機応変な対応を取ること。 

④ 港内係留中の小型船舶については、流出防止等の荒天準備を実施すること。 

⑤ 必要に応じ勧告基準の見直しを行い、現状に即した基準とする。 

 

4.3津波注意報等発表時における対応について 

(1)勧告発出の根拠・基準 

      ① 発出根拠 

          港長は、異常な気象又は海象、海難の発生その他の事情により特定港内にお 

いて船舶交通の危険を生ずるおそれがあると予想される場合において、必要が

あると認めるときは、特定港内又は特定港の境界付近にある船舶に対し、危険

の防止の円滑な実施のために必要な措置を講ずべきことを勧告することができ

る。(港則法第37条第4項) 

      ② 発出基準 

        気象庁から津波注意報、津波警報又は大津波警報が発表されたとき 

3,000DWT以上の船舶 

（避難対象船舶） 

・係留中の船舶は、原則として、港外の安全

な海域において漂泊避難すること 

・鹿島港周辺海域において錨泊中の船舶は、

速やかに抜錨し安全な海域にて漂泊避難す

ること 

・AIS搭載船舶は、AISを常時作動させてお

くこと 

・国際VHF無線機搭載船舶は、16chを常

時聴取すること 

3,000DWT未満の船舶 

（避難対象船舶以外の船舶） 

・港内及び周辺海域において錨泊中の船舶

は、代理店等と調整し岸壁での係留避泊又

は他の港等に避難すること 

・AIS搭載船舶は、常時AISを作動させてお

くこと 

・国際VHF無線機搭載船舶は、16chを常

時聴取すること 

・港内において係留避泊する船舶は、増しも

やい、機関の準備、定期的な係留状況の確

認等の対策を実施すること 
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(2)勧告発出・解除の伝達方法 

           「鹿島港災害対策協議会台風等対策会議連絡系統図」に基づき、船舶代理店等を

経由し港内在泊船等に伝達する。 

              但し、設備障害等により、これによることができない場合が予想されることか

ら、気象庁からの津波注意報、津波警報又は大津波警報の発表をもって港長から

の勧告が発出されたものとみなす。 

(3)勧告発出時における対応 

            港内にある船舶の船長等は、津波到達までの時間、津波の高さ、自船の性能等を 

考慮し、「別表１津波に対する措置」（次ページ参照）の措置を講じるものとす 

る。 

(4)勧告解除基準 

            発表されていた津波注意報、津波警報又は大津波警報が解除され、港内の安全が 

確認されたとき。 

(5)その他留意事項等 

     ① 代理店、バース管理者等は津波来襲までに時間的余裕が無い場合があるため、 

テレビ等を通じて自ら情報の収集に努めること。 

② 港外へ退避する場合は、原則として鹿島港南防波堤灯台から８海里以遠の水深 

50ｍ以上の沖合水域に退避すること。 

③ 港外へ退避する船舶は、AISを作動させ、直接又は船舶代理店等を通じ鹿島港 

長に通報するとともに国際ＶＨＦ、船舶電話等により港長との連絡手段を確保す 

るものとする。 

なお、港長への通報については、状況に応じ行うこととし事後報告としても差 

支えない。 

④ 本基準及び「鹿島港における船舶及び係留施設の津波対策に関する事項」につ 

いては、予め船舶代理店等を通じ、広く取扱船舶等に対し周知するものとする。 

     ⑤ 必要に応じ勧告基準の見直しを行い、現状に即した基準とする。 

     ⑥ 津波警報、注意報の種類については、「津波予報の種類」(気象庁ホームペー 

ジより)を参照のこと。 
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別表１「津波に対する措置」 
 

津波警報 

注意報の分類 
津波

来襲 

まで

の時 

間的

余裕 

船 舶 の 対 応 

港 内 着 岸 船 

錨泊船 

(工事作業

船を含む) 

航 行 船 

  大型船、中型船 

(漁船を含む) 
小型船 

大型船 

中型船

（漁船

を含） 

小型船 

(プレジャー 

ボート 

小型漁船等) 
  

津波

の 

高さ 

巨大

地震

の場

合の

表現 

危険物 

積載船 

一般船舶

（荷役・作

業船含む） 

プレジャー 

ボート 

小型漁船等 

津波注

意報 
1m     

荷役 

作業中止 

係留避泊又

は港外退避 

荷役 

作業中止 

係留避泊又

は港外退避 

陸揚げ固縛又

は係留強化後

の陸上避難 

(場合によって

は港外退避) 

作業中止

港内避泊 

(場合によ

っては港

外退避) 

原則港

外退避 

着岸のうえ陸揚

げ固縛、係留強

化後の陸上避難

又は港外退避 

津波 

警報 
3ｍ 

高

い 

無し 
荷役 

作業中止 

係留避泊 

荷役 

作業中止 

係留避泊 

陸上避難 
作業中止 

港内避泊 

港外 

退避 

着岸後陸上避難

又は港内避泊 

有り 
荷役 

作業中止 

港外退避 

荷役 

作業中止 

港外退避又

は係留避泊 

陸揚げ固縛又

は係留強化後

の陸上避難 

(場合によって

は港外退避) 

作業中止 

港外退避 

着岸のうえ陸揚

げ固縛若しくは

係留強化後の陸

上避難又は港外

退避 

大津波

警報 

5ｍ 

10ｍ 

10ｍ

超 

巨

大 

無し 

荷役 

作業中止 

係留避泊又

は陸上避難 

荷役 

作業中止 

係留避泊又

は陸上避難 

陸上避難 
作業中止 

港内避泊 

港外 

退避 

着岸後陸上避難

又は港内避泊 

有り 
荷役 

作業中止 

港外退避 

荷役 

作業中止 

港外退避 

陸揚げ固縛又

は係留強化後

の陸上避難 

(場合によって

は港外退避) 

作業中止 

港外退避 

着岸のうえ陸揚

げ固縛若しくは

係留強化後の陸

上避難又は港外

退避 

［用語の定義等］     

 津波来襲までの時間的余裕 

  有り：大津波警報・津波警報が発せられた時点から避難に要する十分な時間（船舶を港外退避、陸揚 

げ固縛等の安全な状態に置くまで）がある場合 

  無し：大津波警報・津波警報が発せられた時点から避難に要する十分な時間（船舶を港外退避、陸揚 

げ固縛等の安全な状態に置くまで）が無い場合 

    ※避難に要する十分な時間は、船の大きさ、船型等により異なるため、普段から自船の十分な時把握 

把握しておくこと。 

    

大型船    ：タグボート等の補助、パイロットを必要とし単独で出港が困難な船舶をいう。 

      中型船    ：大型船及び小型船以外の船舶をいう。 

      小型船    ：プレジャーボート、漁船等のうち、港内において陸揚げできる程度の船舶をいう。 

陸上避難  ：船舶での退避は高い危険が予想されるので、乗組員等は陸上の高い場所に避難する。可

能な限り船舶の流出防止、危険物の安全措置をとる。 

  港外退避  ：港外の水深が深く、十分広い海域、沖合いに避難する（航行中に困難となった場合は、港

内避泊。） 

  陸揚げ固縛：プレジャーボート、漁船等の小型船を陸揚げし、津波等により海上に流出しないよう固

縛する。 

  港内避泊  ：港外避難船舶の航行に支障とならない海域での錨、機関、スラスターにより津波に対抗す

る。(小型船は流速の遅い水域で津波、漂流物を避航行。） 

  係留避泊  ：係留強化、機関の使用等により係留状態のまま津波に対抗する（陸上作業員の緊急避難場

所として乗船させることも考慮する。） 
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4.2勧告発出（解除）時における情報伝達系統 

  
（１）台風・発達した低気圧接近の場合 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                    

(２)津波注意報・警報等発表（解除）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

港長 各会員 

港長 

勧告発出 

（解除） 

気象庁 

気象協会 

茨城 

ポートラジオ 

台風等対策

専門部会長 
かしま 

こうないほあん 

取扱船舶 

港内在泊船等 

情報 

FAX等 

検討 
伝達 

連絡系統 

伝達 

伝達 

VHF 

伝達 

情報 

FAX等 周知 

VHF・AIS 

伝達 

FAX 

伝達依頼 

状況報告 

協議 建議 

各会員 

港長 

勧告発出 

（解除） 

気象庁 
茨城 

ポートラジオ 

かしま 

こうないほあん 

取扱船舶 

港内在泊船等 

 注意報 

警報等発表 

（解除） 

伝達 

連絡系統 

伝達 

伝達 

VHF 

伝達 

周知 

VHF・AIS 

伝達 

FAX 

伝達依頼 

状況報告 
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おわりに 

 

平成18年10月に発生した３隻の大型鉱石運搬船の座礁事故から10年が経過

し、また、平成23年3月に発生した、東日本大震災から6年が経過しようとし

ています。 

いずれも、鹿島港開港以来、港内に甚大な被害をもたらした大惨事であり、

今もなお、関係者の脳裏には当時の惨状が辛い記憶として残っているものと思

われます。 

一方で、これら事案を契機として、発達した低気圧接近時における勧告基準

の策定や津波注意報等発表時における対応の見直し等、鹿島港における異常気

象時の船舶交通の安全確保のあり方について、官民一体となった検討が行われ

た結果、関係者の意識の共有が図られるとともに、安全対策等の更なる充実に

至ったことも事実であります。 

本手引きがこれら事案の風化防止と鹿島港の船舶交通の安全確保の一助とな

ることを願う次第であります。 

 
 

                        平成29年2月20日 

鹿島海上保安署長・鹿島港長 

鹿島港災害対策協議会会長 

            田中 健彦 


